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１ 実施状況     
公共工事の品質確保に関して，品確法，入契法，建設業法のいわゆる担い手３法におい

て，発注者へは適正な予定価格設定，適正な設計・積算，計画的な発注，適正な工期設定，

施工時期の平準化，適切な設計変更などを，受注者へは賃金，安全衛生等の労働環境改善，

適正な下請け契約などを求めている。 

これらを踏まえ，工事監査においては，鹿児島県農政部工事監査要領（同運用）及び工事

監査実施マニュアルに基づき，計画，設計・積算，入札・契約，施工等の各段階において，

工事の適正かつ円滑な執行を確保するために，技術面から当該工事が適正に行われている

かを主眼とし，重点項目を設定して監査を実施した。 

 

このうち，農地整備課及び農地保全課が所管する県営事業及び団体営事業の工事に係る

監査実施状況は（表－１）のとおりである。県営事業については，件数ベースで対象工事件

数８９８件のうち１６５件（１８．４％），工事費ベースで対象工事費約２２７億円のうち約

５０億円（２２．１％）について，書類審査及び現場指導を行った。併せて，前回の監査指

導項目等についてフォローアップを実施した。 

 

また，県営事業の業務委託に係る監査実施状況は（表－２）のとおりであり，令和５年度

に業務委託が完了した４８８件のうち４5 件について書類審査を実施した。 

 

加えて，畜産課，経営技術課，生活排水対策室所管工事についても監査を実施した。実施

状況は（表－３）のとおり。 

 

（表－１）                                                        (金額単位：千円) 

工 事 

区 分 

監査対象 監査実績 監査実施率(%) 監査結果 

(文書指導) 件数 工事費 件数 工事費 件数 工事費 

県営事業  898 22,770,075 165 5,028,168 18.4 22.1 0 
 

 

 農地整備課  548 14,747,236 105 3,185,518 19.2 21.6 0 
 農地保全課  350 8,022,839  60 1,842,650 17.1 23.0 0 

団体営事業   88 1,500,275   8 209,663  9.1 14.0 0 
計  986 24,270,350 173 5,237,831 17.5     21.6 0 

  ※ 監査対象は，R6.12 月末時点の契約件数及び契約額(監査実施最終月が R7 年 2 月であるため) 

（表－２）                                                     (金額単位：千円) 

業 務 

区 分 

監査対象 監査実績 監査実施率(%) 監査結果(

文書指導） 件数 委託費 件数 委託費 件数 委託費 

県営事業 488 2,981,044 45 550,320 9.2 18.5 0 
    ※ 監査対象は，R5 年度完了業務(NN 工事事務支援システムによる) 

（表－３）                                                     (金額単位：千円) 

所 管 

区 分 

監査実績 備  考 

（事  業  名） 

監査結果(

文書指導） 件数 工事費 

畜産課 2 12,870 畜産基盤再編総合事業 0 
経営技術課 0   0 

生活排水対策室 1 113,657 農業集落排水事業 0 



２ 実施体制 

総括工事監査監，工事監査監，主任工事監査員２名，計４名を配置し，監査は原則 ２

人体制で行う。ただし離島においては，対象工区数を考慮して熊毛と大島は前期１人，後

期２人，屋久島と喜界は前後期とも１人とした。 

各振興局・支庁の農村整備課毎の執行額及び発注工区数を勘案して，前後期の２回（大隅

地域振興局管内３回）を計画し，延べ４５回 (１人１回にカウント）を実施した。 

 

 

３ 監査項目 

工事目的物の品質確保，労働災害の防止及び環境に配慮した公共事業の推進を図ること

に加え，予算の適切かつ有効な執行に資するため，令和４年度の工事監査報告の指導事項

等を踏まえ，以下を監査項目として設定した。 

そのうち，(1)発注機関側が留意しなければならない「設計図書」及び「特別仕様書」，

(2)発注機関，施工者共に留意しなければならない「施工計画書」及び「施工管理」，(3)労

働災害防止にかかる「安全管理」を昨年度に引き続き重点項目と定めた。 

 

（１）設計図書，特別仕様書について【 重点項目 】 

① 設計・積算根拠の整備 

○設計・積算基準，工法選定，構造計算，水理計算，機種選定等 

② 特別仕様書への必要事項の記載 

○契約条件，施工・業務内容の明確化，現場条件，施工体制台帳に関すること 

○立会確認，現場発生土の活用，埋蔵文化財，他工区等との調整等 

③ 必要な仮設計画の整備 

○現場条件に見合った仮設計画，用地の確保，支障物件の移設等 

 

（２）施工計画書，施工管理について【 重点項目 】   
① 施工計画書の精査 

○契約条件及び現場条件の反映，設計図書との整合 

○設計変更に伴う変更施工計画書の提出 

② 工程管理 ：工程遅延にかかるフォローアップ対策等 

③ 品質管理  ：施工内容に応じた管理手法及び頻度等 

④ 出来形管理：施工段階に応じた適切な管理 

 

（３）安全管理について【 重点項目 】   
① 労働災害の防止対策 

○安全管理体制，新規入場者教育，安全日誌，熱中症対策，ＫＹ活動等 

② 公衆災害の防止対策 

○工事の周知，交通誘導員，看板，信号機，バリケード等 
 

③ 重機作業の安全確保 

○重機点検簿，交通量や作業内容などに応じた管理体制等 

 

（４）入札執行の適正化について 

①「指名選定，通知，開札」のチェックリストの整備活用 

②「設計書作成マニュアル」の整備活用 

③「工事請負契約における設計変更ガイドライン」「設計変更マニュアル」 

 「設計変更チェックリスト」の整備活用 

④「施工プロセスのチェックリスト」の整備活用 



⑤「施工体制点検要領」による確認 

 

（５）その他 

① 建設副産物の発生抑制及び再資源化（資源有効利用促進法），赤土等土砂流出防止

対策，土壌汚染対策法に係る届け出等 

② 発注の平準化，適正工期の確保，余裕期間の設定，週休２日制工事の促進 

③ 前回指導事項のフォローアップ，職員の技術力向上対策等 

 

 

４ 監査結果等 

監査を実施した限りにおいて，概ね適正に施行されており，文書での指摘指導した不適

切な事例は見受けられなかったが，以下の項目について留意すべき点を改善指導した。 

 

(１)設計図書，特別仕様書等 

①特別仕様書に主工事（鋼構造物,末端散水施設等）関する仕様を記載すること。 

②法肩に設置するガードレールの位置について路肩からの距離を表記すること。 

③末端散水施設の設置は現場状況に合わせて適切に配置すること。 

④管水路最低部では排泥弁の設置を計画すること。 

⑤Ｌ型水路設計における浮力対策の区別（底盤の打増Ｃｏ(10cm)有りと無し）の理由 
を整理すること。 

⑥図面及び特別仕様書に，L 型水路底盤主筋の重ね継手(30d 以上)を記載すること。 

 

(２)施工計画書，施工管理等 

①変更施工計画書を作成・提出すること。 

②工事進捗に 10％を超える遅れが生じているのでフォロ－アップを実施すること。 

③段階確認事項を記載すること。 

④現場に沿った安全計画を立てること。 

⑤県道歩道部への埋設、又県道横断について具体的な施工方法、交通対策を記載する 
こと。 

⑥営農の影響がある場合は,収穫時期等を踏まえた計画工程とすること 

⑦ボックスカルバートの緊張を発注図面により管理しているが，実際に使用するメー

カーの仕様を確認のうえ管理すること。 

⑧心土破砕の必要性の根拠となる土壌硬度を測定すること。 

⑨町道下の BOX 敷設において埋戻(路床)の密度試験を行うこと。 

⑩生コンにおける圧縮強度試験を実施すること。 

⑪施工計画書の施工方法（仮設計画含む），出来高管理，品質管理については現場状況

に即した計画とすること。 

 

(３)安全管理等 

①新規入場者教育は，現場の施工内容に応じた資料を用いて教育を行うこと。 

②アスファルト，コンクリートにおけるリスクアセスメント(労働安全衛生法)を実施 
すること。 

③新規入場者教育は適切な時期に行うこと。 

 

(４)入札執行の適正化等 

①内容変更が生じた場合，速やかに変更指示書を発出すること。 

②同一執行年度での同一地区,同一業種において,未受注業者がいる場合は,既受注業 
者を指名しないこと。 



③基準各付の指名においては,該当等級業者を過半数以上指名すること。 

 

(５)その他 

①法定外労災保険の付保状況を確認すること。 

②交通誘導員の実績証明を提出すること。 

③再生資源利用計画の現場掲示用，確認結果票を掲示すること。 

④下請契約がある場合は施工体制台帳，施工体系図を整理・添付すること。 

 

     

５ 工事成績評点について 

近年の工事成績評点を見ると，８０点以上の割合が約９３％(図１)であり，特に優秀な

８５点以上の割合は，令和６年度で約１０％(図２)となっている。 

また，評定平均点も年々上昇しており，令和６年度は８３．０点(図３)となった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     
６ 工事監査総評 

令和６年度の工事監査を総括すると，奄美において，台風の影響により一時延期したと

ころもあったが，実施時期を見直し，概ね計画どおりの工事監査となった。 

各発注機関において,公共工事の品質確保に向け，施工時期の平準化や適切な工期設定な

どに取り組みながら，良好な目的物が建設されている。 

文書により指摘指導した重大な案件は無かったものの，発注者においては，設計・積算根

拠の未整備，特別仕様書の記載もれ等があった。また，受注者においては，現場での安全管

理や施工管理等に指導事項があった。 

    

ここ３カ年の工事成績評点の平均は，令和４年度が８２．１点，令和５年度が８２．６

点，令和６年度が８３．０点と年々上昇している。これは，発注者による現場の適正な運営

に資する標準工期の改正や余裕工期の設定，受注者による建設環境の改善，現場での創意

工夫，現場共有システムの導入，受益者や地域住民との良好な関係の構築などに取り組ん



だ結果であるといえる。 

また,令和５年５月に新型コロナウイルス感染症が５類感染症に移行したことに伴い 

円滑な現場運営が図られたことも要因であった。 

 

建設業は，近年，頻発・激甚化する災害の応急対策や早期復旧などに努めている。 

一方で，時間外労働の上限規制など働き方改革の推進を図るため，適正な労働時間の管

理，ＩＣＴ活用による生産性の向上，人材の育成・確保など職場環境の改善も発注者と受注

者双方の取り組みが重要である。 

このことから，今後の工事監査においても，発注者の責務、受注者の責務を踏まえた，執

行の適正化，適切な現場運営・施工体制などが図られているか確認していきたい。 

 

最後に，工事関係の皆様方には，今後とも工事執行について一層のご理解を深めていた

だくとともに，本報告が今後の業務の参考となれば幸いである。 

 

 


